
「今後の水道事業経営」に関する
神戸市上下水道事業審議会での審議状況



R5. 2. 16 第１回 水道事業経営の現状

・神戸水道の特徴（水源の3/4 を琵琶湖・淀川に依存、施設数が多い等）

・経営状況（これまでの経営改善、給水収益の減少、将来収支見通し等）

専門部会での審議状況 10

・更新対象・更新量の設定（配水管の更新ペース、送水トンネル更生等）

・更新の工夫（施設の統廃合、ダウンサイジング等）

・更新事業費（今後40 年間の事業費：約226 億円/年、R3 決算：150 億円）

R5. 3. 30 第２回 更新需要増大に関する投資のあり方

R4. 12. 27 第100回 神戸市上下水道事業審議会にて諮問

・「今後の水道事業経営」について諮問

・専門部会を設置して審議することを決定



神戸水道の目指すべきビジョン

神戸水道ビジョン(平成28年3月) より
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建設改良費の増大 ― 配水管更新
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更新基準年数ごとの配水管延長
（km）
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令和２年度 水道事業ガイドラインに基づく業務指標より

※平均値は神戸市を除く
※神戸市のみR3年度末

今後、高度経済成長期を含む昭和40年代～50年代に布設された大量の管路が更新時期を迎えます。

また、年間の管路更新率（0.7％）は、大都市平均（1.0％）を下回っている状況です。

令和46年頃からは、防食被覆を施している管路の更新時期を迎えます。

それまでに、防食被覆を施していない管路の更新を完了させるため、

現在の更新延長約40km/年からのペースアップを図り、年間約50km相当（更新率1.0％相当）の更新を進めます。

管路更新率（R2年度末）
(%)

更新基準年数

管種 一般土壌 腐食性土壌

防食被覆

有 ダクタイル鋳鉄管 80 年 55 年

無
ダクタイル鋳鉄管 60 年

35 年
普通鋳鉄管 40 年

R46年度

既に更新基準を
超過している管路

約790km

0.7％
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13建設改良費の増大 ― 各地区における基幹送水施設の整備（送水トンネル等）

市街地西部：３拡・５拡送水トンネル

令和８年度完成予定の奥畑-妙法寺連絡管により、２本

の送水トンネル間で日量最大６万㎥のバックアップが可

能となります。これにより、これまで停止することがで

きなかった２本の送水トンネルをそれぞれ停止すること

ができ、補修や更生を行っていきます。

北神地区：北神第1・第2ずい道

令和５年度完成予定の送水施設の再整備により、阪神水道系

からのバックアップ等の機能が確保できます。これにより、

２本のずい道（送水トンネル）を停止することができ、補修

や更生を行っていきます。

北神第1ずい道

北神第2ずい道

5拡送水トンネル

市北トンネル

奥畑妙法寺連絡管
（令和8年度予定）

大容量送水管

4拡送水トンネル

3拡送水トンネル

北神地区送水施設の再整備
（令和5年度予定）

市街地東部：3拡・4拡送水トンネル

平成28年の大容量送水管の完成によって、バックアップ

機能が強化され、昭和39年完成以後一度も点検できな

かった4拡送水トンネルの送水を全線停止し、震災で受

けた被害の有無や構造物の劣化状況を確認するため内部

調査を進めています。今後、調査結果に基づき補修や更

生方法を検討していきます。
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建設改良費の増大 ― 更新事業費の見通し

法定耐用年数で単純更新する想定で、40年間の建設改良費を機械的に試算しました。
神戸市独自の更新基準を定めたり、ダウンサイジングや統廃合に努めることで建設改良費の縮減に努めます。

今後の更新事業費 法定耐用年数で試算

⇒ 約 389 億円/年

神戸市独自に定めた耐用年数で更新
（配水管は年間50㎞相当を更新）

⇒ 約 233 億円/年

※ 約 156 億円/年の縮減

ダウンサイジングや統廃合を実施

⇒ 約 226 億円/年

※ 約 7 億円/年の縮減

神戸市独自に定めた耐用年数で更新
（経年配水管を年間 50㎞ 相当で更新）

389 億円/年

233 億円/年

226 億円/年

法定耐用年数で更新

※物価上昇込み

ダウンサイジングや
統廃合の実施
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2020

新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２～３年度の給水収益は大幅な減収となりましたが、
現在は一定回復傾向であり、令和６～７年度頃には現計画の水準まで回復する見込みです。

人口減少や節水型社会の進展により、水需要の減少が見込まれるため、

給水収益は毎年約１～２億円の減収となる見込みです。

2022 2030 2035 2040 2045 2050 2055 20602016
（予算）

※ 給水収益（全体）には、一般用、業務用のほかに、公衆浴場用等を含んでいる。

（億円,税抜）

今後の経営見通し ― 給水収益の予測（40年間）

中期経営計画期間（R2～R11）

給水収益の回復の予測

経営計画上の給水収益水準
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今後の経営見通し ― 収益的収支
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収益的収支の見通し

収支 収入 支出

給水収益予測や建設改良費増に伴う減価償却費増等を踏まえ、収支見通しを算出しました。

令和５年度以降は、動力費高騰の影響などにより、更に収支見通しが厳しくなる見込みです。

収
入
・
支
出

収
支
（
差
引
額
）

R５予算
収 入 ： 349億円
支 出 ： 330億円
差 引 ： 19億円

R10より赤字に

（億円,税抜） （億円,税抜）
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資金不足への対応 ― 企業債残高対給水収益比率

0%

100%

200%

300%

400%

500%

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

550

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

資金残高 企業債残高対給水収益比率

（億円）

企
業
債
残
高
対
給
水
収
益
比
率

収支見通しを反映した結果、資金は急速に減少します。

手元資金150億円を維持するため、資金手当として企業債のみに頼る場合、企業債残高対給水収益比率は令和11年度に
200%（令和２年度大都市平均）を超過します。

※ 手元資金150億円は日々の運転資金及び突発的な資金需要に備えるために必要な資金
※ 毎年度、建設改良費の繰越があるため、資金手当が必要になる年度は前後する可能性があります
※ 大都市 = 政令指定都市20市および東京都

R3末 404億円

R17には522%まで上昇

200％

R11に200%を超過

150

資
金
残
高
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今後のスケジュール 18

年度 R4 R5

上下審R4.12.27 上下審R5.7～8 上下審R5.11～12
・今後の経営見通し〔報告〕
・今後の水道事業経営【諮問】

・専門部会中間報告
（投資、企業債のあり方）

・次期経営戦略骨子案
・今後の水道事業経営【答申】

専門部会（１～２か月の頻度で開催中）

※次期経営戦略：R6～


